
（会社及び個人） (適用日：

基準利率 1.16 ～ 2.55 ％

特別利率Ｂ 0.51 ～ 1.51 ％

特別利率Ｃ 0.26 ～ 1.45 ％

特別利率Ｂ 0.51 ～ 1.90 ％

基準利率 1.16 ～ 2.20 ％

特別利率Ａ 0.76 ～ 1.80 ％

特別利率Ｂ 0.51 ～ 1.55 ％

特別利率Ｃ 0.26 ～ 1.10 ％

基準利率 1.16 ～ 2.35 ％

特別利率Ａ 0.76 ～ 1.95 ％

特別利率Ｅ 0.15 ～ 1.15 ％

特別利率Ｃ 0.26 ～ 1.45 ％

特別利率Ｂ 0.51 ～ 1.70 ％

特別利率Ｃ 0.26 ～ 1.45 ％

特別利率Ｊ 0.11 ～ 1.50 ％

基準利率 1.16 ～ 2.35 ％

特別利率Ｂ 0.51 ～ 1.55 ％

特別利率Ｃ 0.26 ～ 1.30 ％

特別利率Ｊ（注４） 0.11 ～ 1.15 ％

基準利率 1.16 ～ 2.35 ％

特別利率Ａ 0.76 ～ 1.95 ％

特別利率Ｃ 0.26 ～ 1.45 ％

基準利率 1.16 ～ 2.16 ％

特別利率Ｂ 0.51 ～ 1.51 ％

基準利率 1.16 ～ 2.16 ％

特別利率Ａ 0.76 ～ 1.76 ％

特別利率Ｆ ％

基準利率（注５） 1.31 ～ 1.70 ％

基準利率 1.16 ～ 1.81 ％

特別利率R 0.96 ～ 1.61 ％

特別利率Ｎ 0.86 ～ 1.51 ％

特別利率U 0.66 ～ 1.31 ％

基準利率 1.16 ～ 1.81 ％

特別利率Ｎ 0.86 ～ 1.51 ％

基準利率 1.16 ～ 1.81 ％

特別利率R 0.96 ～ 1.61 ％

特別利率Ｔ 0.76 ～ 1.41 ％

日本政策金融公庫　国民生活事業（生活衛生資金貸付）　　主要利率一覧表
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融資の種類 利率（注１）

一

般

貸

付

設
備
資
金

　下記以外の設備資金（注２）

　省エネルギー設備、衛生設備等（注２）

　訪日外国人旅行者対応に必要な資金（注２）

特
例
貸
付

福祉増進資金
防災・環境対策資金
雇用安定資金

　生活衛生新企業育成資金（注２）

　一般公衆浴場施設・設備（注２）

振

興

事

業

貸

付

設
備
資
金

　振興事業施設のうち特定設備（注２、３）

　省エネルギー設備、衛生設備等（注２）

　訪日外国人旅行者対応に必要な資金 （注２）

　振興事業施設のうち特定設備以外のもの（注２）

運
転
資
金

　振興計画に従って営業を営むのに必要な資金（注２、３）

　標準営業約款登録営業者にかかる資金（注２、３）
　事業承継運転資金

　訪日外国人旅行者対応に必要な資金（注２）

特例
貸付

　生活衛生新企業育成資金（注２、３）

特
例
貸
付

　福祉増進資金（注３）
　防災・環境対策資金
　雇用安定資金

　生活衛生新企業育成資金（注２、３）

特別利率Ａ 0.76 ～ 1.76 ％

　生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付 1.16

　災害貸付

　東日本大震災復興特別貸付
　〔震災直接被害関連・震災間接被害関連〕（注６）

1.31～1.70 ％　（当初３年間最大－1.4％）

　東日本大震災復興特別貸付
　〔震災セーフティネット関連〕

　平成28年熊本地震特別貸付
　〔震災直接被害者関連・震災間接被害者関連〕（注６）

1.31～1.70 ％　（直接被害者：当初３年間－0.9％）
　　　　　　　　　 （間接被害者：当初３年間－0.5％）

　平成28年熊本地震特別貸付
　〔セーフティネット関連〕

　生活衛生セーフティネット貸付

（注６）適用する貸付制度に定める貸付条件が、東日本大震災復興特別貸付及び平成28年熊本地震特別貸付に掲げる条件より有利である場合は、当該貸付条件が適用されます。

          なお、貸付利率の下限は、0.05％になります。

（注２）創業する方及び創業後概ね１年以内の方は、通常適用される利率より0.2％（女性、30歳未満の方、Ｕターン等で地方で創業される方は0.3％）低い利率でご利用いただけます。

※　使途、返済期間、担保の有無などによって異なる利率が適用されます。

（注３）生活衛生同業組合等から、一定の会計書類を準備していることの確認および事業計画の確認を受けた方が振興事業を行うための設備資金および運転資金については、通常適用

          される利率より0.15％低い利率でご利用いただけます。

（注１） 貸付利率は金融情勢によって変動しますので、適用利率（固定）は、記載されている利率とは異なる場合があります。

＊１　東日本大震災及び平成28年熊本地震に伴う生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付における拡充措置が適用されております。

（注４）防災・環境対策資金のうち、事業継続計画（ＢＣＰ）に基づき、耐震診断義務付け対象建築物の耐震改修を行う方に適用されます。

（注５）適用する貸付制度に定める貸付利率が、基準利率以外の場合は、当該貸付利率が適用されます。特災貸付に該当する場合は、貸付後3年間、基準利率より0.9％低い利率で

          ご利用いただけます。

＊４　まち・ひと・しごと創生貸付利率特例制度を適用する場合は、通常適用される利率より0.1％低い利率でご利用いただけます。

　　　（一部ご利用いただけない制度がございます。詳しくは公庫までお問い合わせください。）

＊２　次のいずれかに該当する方が必要な資金には、特別利率Ａが適用されます。

　　　①次世代育成支援対策推進法第12条に基づく一般事業主行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局長へ届け出ている方（届出が義務付けられている方を除く。）

　　　②女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第８条に基づく一般事業主行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局長へ届け出ている方

          （届出が義務付けられている方を除く。）

　　　③地方公共団体が推進する施策に基づき女性従業員の活躍推進に取り組む方

＊３　次のいずれかに該当する方が必要な資金には、特別利率Ｂが適用されます。

　　　①次世代育成支援対策推進法第13条に基づく「子育てサポート企業」（くるみんマーク）の認定を受けた方

　　　②女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第９条に基づく認定を受けた方

　　　③青少年の雇用の促進等に関する法律第15条に基づく「ユースエール認定企業」の認定を受けた方


